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要 旨
行政にも経営的な視点が必要であると言われて久しいが、その内容について共通
の理解が出来ているとは言い難い。行政経営とは一体何を意味し、何をすることな
のか、企業経営とも比較しながら論じる。「まちづくり予算の配分」、「保育所のジ
レンマ」という2つのモデルを通じて行政が市民の幸福（Welfare）を最大化する
ためのアプローチを示し、行政の価値の構造と源泉、そして行政経営の目的につい
て考察する。
Ⅰ はじめに
１ 行政を取りまく状況
近年、行政のパフォーマンスに向けられる市民の視線は厳しく、山積する課題に対応す
るために行政にも経営の視点が必要と言われるようになっている。
しかし、行政を経営するというのは、具体的に何をすることだろうか。ふるさと納税の
返礼品を他自治体と競うことだろうか。図書館にカフェを併設して利用者を増やすことだ
ろうか。あるいは、財政収支が黒字になることが目的だろうか。
２ 研究の目的
行政経営という言葉が、これからの行政のあり方として多用されている。しかし、社会
的にも、行政の内部においても、その内容について共通の認識があるとは言い難い状況で
ある。
本研究では、まず企業との比較を通して行政の役割を考察し、次に、行政がその役割を
果たすうえでの2つのアプローチをモデル化して実証する。最後に、その考察とモデル
から導かれる行政の価値の構造と源泉、そして行政経営の目的について述べる。
行政の価値と行政経営について理解の容易なフレームワークに落とし込み、行政に関わ
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る人間が共有できる認識を提示することで、より高い価値を市民に提供できるようになる
と考えている。
Ⅱ 先行研究
１ 企業と行政
石原・鈴木（2010）は、地方自治体のビジネスモデルを、「当該地域の住民や法人から
税や手数料を徴収して財源を確保し、その財源を使って、地域の個人、法人に対して必要
な行政サービスを実施して彼らの地域内定住を維持する、即ち行財政基盤を維持増強して
いく」（石原・鈴木 2010,48頁）ことであるとしている。
田中（2014）は、行政が企業経営に学ぶ必要があるという主張が行政外部からも内部
からもなされている状況に対して、無駄なコストを削減し効率化を図るというその趣旨が
間違いであるとは言えないものの、行政の管理や運営に企業経営の手法を「単純に」応用
することには問題があるとしている。その理由として、そもそも行政が関与する分野の多
くは市場メカニズムによる調整が有効に機能しない分野であることを挙げている。
企業経営は行政経営を論じる際に不可欠なリファレンスであり、本論においても考察の
ベースとして置くものである。
２ 目的の不在
手段の目的化と目的の喪失は行政機構の中で起こりがちな悪癖である。
田中（2014）は、全国で広く実施されている行政評価制度が、評価を担当する職員に
過大な負担をかける割に評価結果が有効に利用されることはなく形骸化していると指摘し、
どの自治体も必ず制度を導入すべきとまでは言えないと述べている。その理由は、「評価
はあくまで「手段」であり「目的」ではない」「評価とは、あくまで行政がその役割をよ
り良く果たしていくための手段のひとつに過ぎない」（田中 2014,315頁）からである。
石原・鈴木（2010,147 148頁）では、公金運用の現場において、「運用効率化」と
「ペイオフ対策」の2つを目的としたにも関わらず、その手段である「債権購入」がいつ
の間にか独り歩きし、目的に沿わない債権を購入してしまっているケースを、目的と手段
の取り違えの例としてあげている。
こうした手段の目的化を防ぐために、「行政の役割」に焦点をあてることから考察をす
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すめていきたい。
Ⅲ 行政の役割
１ 行政の定義
この稿ではあえて厳密な定義に束縛されず、市民生活に関わりのある幅広い行政の作用
と組織全般をさすものとする。国、都道府県、市区町村の区別も特にしていないが、考察
している2つのモデルでは、住民生活に身近な地方公共団体（自治体）を念頭において
いる。
２ 行政のミッション
地方自治法第一条の二 地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、
地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うものとする。
地方公共団体の組織及び運営に関する事項を定めた地方自治法では、地方公共団体が担
う行政の目的が住民の福祉の増進であると明確に規定されている。
この場合、「福祉」とは社会保険や公的扶助といった狭義の社会福祉ではなく、広い意
味での幸福、しあわせ、豊かさをさしていると解するのが自然である。翻訳が必要な場合
は、「welfare」という訳語があてられていることが多い。「welfare」という単語もまた、
狭義の社会福祉と、広義の幸福・豊かさの両方の意味を持つ言葉である。
行政のミッション＝住民の福祉の増進（式1）
福祉＝幸福（welfare）（式2）
３ 企業と行政の比較
組織は、行政であれ企業であれ、さまざまな形態を取り、さまざまな活動を行う。しか
し、その複雑な組織と機能をひとまとめにしてしまい、入力と出力に着目してみれば、そ
うした機能を持つ一つの箱と模式的にみなすことが出来る。
企業がなるべく多くのマネーをアウトプットすることが求められるのと同様、行政には
なるべく大きいWelfareをアウトプットすることが求められる。
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４ 全体最適化
社会には、個人、企業、国家といったさまざまな行動主体が存在し、相互に影響を及ぼ
し合っている。こうしたプレーヤーがいてルールがある状況を、一つのゲームとして捉える
ことが出来る。ゲームの中でプレーヤーはそれぞれの幸福を追求するが、個々の幸福の追
求が、必ずしも全体の幸福に結びつかないケースがあり得る。いわゆる合成の誤謬である。
行政は、ゲームの枠の外にいる存在としてプレーヤー個々の利害を離れ、部分最適でな
く全体最適を実現することで合成の誤謬を防ぎ、結果としてプレーヤーに最大のWelfare
を提供することができる。このように行政が全体最適を実現するためのアプローチとして、
「予算の配分」と「ゲームの変更」を考える。
Ⅳ 予算の配分 ～最大Welfareのまちづくり～
住んでいるところが「いいまち」であるかどうかは、市民ひとりひとりの立場や状況に
よって変わってしまう。行政はどんな「いいまち」を選択し、その実現に向けて予算を分
配すべきだろうか。
ある仮定の「まち」で予算配分が住民のWelfareに与える影響を見る。
１ モデルの設定
まちのパラメーター、住民のタイプと比率、住民のニーズを下表のように設定する。
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図１ 企業という箱
図２ 行政という箱
２ Welfareの計算
行政は、予算1をまちの6つのパラメーターに振り分け、住民はそのまちからWelfare
を受け取る。
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表１ まちのパラメーター
表２ 住民のタイプ
表３ 住民のニーズ
（1）基本的な計算方法
予算には、一般的に、それを増やすほど効用が低下する限界効用逓減の法則が成り立
つと考えられる。効用関数を適用した予算の効果Valueとニーズを乗じたものを、あ
るタイプの住民があるパラメーターから享受する Welfareとする。その総和があるタ
イプの住民にとってのWelfareであり、さらにその加重平均がまち全体のWelfareとな
る。
Welfare（住民タイプ,パラメータ）＝Value*ニーズ（式3）
Welfare（住民タイプ）＝Welfare（住民タイプ,パラメータ①～⑥）の総和（式4）
Welfare（全体）＝Welfare（住民タイプA～D）の加重平均（式5）
（2）予算の効用関数
効用関数は、予算Mと自然対数eを用いた、以下の数式で表すこととする。
Value＝1－e－M（0≪M≪1）（式6）
３ 予算配分のプラン
複数の予算配分プランを以下のとおり設定する。
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図３ 予算の効用関数
４ 各プランの比較
プランごとのWelfareは以下のようになった。
この結果を並び替えると以下のようになる。
全体Welfareが最も高くなるのは、最適化を施したプラン③である。最も低いプラン
①と比べると0.0048上昇している。
一方、最低Welfareが最も高くなるのは、プラン④である。一番格差の激しいプラン
③と比べると、最低値は0.0455上昇している。
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表４ 予算プラン一覧
表５ 各プランのWelfare
表６ プランごとのWelfareランキング
５ 予算の配分のまとめ
住民の幸福度が全体として最大化するのはプラン③であるが、一部の住民（住民A）の
Welfareが低くなり、不満足度が高くなるのも同じプラン③である。このプランを実行に
移し、それを継続した場合、徐々にまちの形は住民Aにとって魅力の少ないものへと変
化していき、住民Aは別のまちへと流出する、または新規流入しなくなる。
住民の多様性がなくなり、特定のニーズを持つ単一の住民層だけとなった場合、予算配
分のターゲットがはっきりし、全体Welfareは上昇する。まちに住民Cしかいなくなっ
た場合（比率1）、全体Welfareは0.2361まで上昇する。
一方、プラン④を実施した場合、各住民の満足度はほぼ同じになる。そのうえで、単純
に分配するプラン①よりも高いWelfareを全住民に提供することが出来ている。
一部を犠牲にしても全体の幸福の総量を追求するのであればプラン③ トータルを、全
員が平等かつその中で最大の幸福を供給するにはプラン④ MaxMinを選択することと
なる。
いずれにせよ、行政が予算配分を変化させることで、同じ支出額にも関わらず住民の
Welfareを増加させ得ることがこのモデルで確認できた。
Ⅴ ゲームの変更 ～保育所のジレンマ～
１ モデルの設定
都市部において、保育所に入所したいのに定員に空きがなくて入所できない、いわゆる
待機児童の問題が深刻化しており、保育所の増設が必要な状況にある。
現代の日本で、多くの人は待機児童の解消という目的に異存はなく、保育所を増やすこ
とにも賛同すると思われる。しかし、施設の必要性は認めるものの、いざそれが近所に出来
るとなると話は別、・NotInMyBackYard・（自宅の裏にあったら困る）、というNIMBY
問題が発生している。
ある2つの隣接する地区に待機児童が発生しており、両地区で保育所の新設が検討さ
れている状況を考える。
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２ Welfareの計算
保育所ができて児童を受け入れることで、その分待機児童が減少する。そのメリットを
児童1人あたり1とする。一方、保育所が出来ることによってその地区に発生する騒音・
交通混雑問題のデメリットを、児童1人あたり 2/3とする。
地区住民のWelfareは、各地区のメリットとデメリットを足し合わせたものであり、
地区全体のWelfareは、地区AとBのWelfareを足し合わせたものである。
保育所が両地区に出来ると、増加する受け入れ児童数が180人となって待機児童120
人すべてが入所でき、待機児童はゼロになる。
どちらかの地区だけに出来ると、増加する受け入れ児童数は90人であり、両地区から
平均して入所するため、それぞれの地区で解消する待機児童数は45人となる。
それぞれの場合のメリット・デメリット、Welfareを表にすると以下のとおりである。
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図４ 地区の状況
表７ 園児１人あたりのWelfare
３ ゲームとしての表現
この状況を利得表の形で表すと以下のとおりである。
このゲームを解くと、一つのナッシュ均衡が見つかる。「できない、できない」の「0,0」
であり、このとき、地区全体のWelfareは4パターンのうちで最も低い「0」になる。
両地区の住民が自分たちにとって最適な行動をとることで、全体としてのWelfareを
逸失してしまう、いわゆる「囚人のジレンマ」が発生している状態である。
４ 新たなルールの導入
行政が、あらたなルールとして「ペナルティ」「交換条件」「インセンティブ」を導入し、
保育所が出来た場合、出来なかった場合のWelfareを変化させるとゲームが変化する。
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表８ 保育所新設のWelfare
表９ 保育所新設の利得表
表10 ゲームを変えるための３つのルール
この3つのルールのいずれかを導入することで利得表は次のように変化する。
いずれもナッシュ均衡が移動し、ゲームの結果は保育所が両地区にできる「できる、で
きる」に変化する。
５ 結果の比較
「ペナルティ」「交換条件」「インセンティブ」のいずれのルールを選んでも、ゲームの
結果は、「できない、できない」から「できる、できる」へと変化する。ただし、その
「量」には注意が必要である。ゲームを変更するために必要な量を設定しなければ、なん
の効果も得られないか、かえってゲームを混乱させてWelfareを損なう結果になってし
まう。本論のケースでは、3つの方法のいずれの場合も26以上（正確には25より大き
い量）を必要とした。
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表11 保育所新設の利得表（ペナルティ）
表12 保育所新設の利得表（交換条件）
表13 保育所新設の利得表（インセンティブ）
表14 ゲーム変更の結果一覧
①ペナルティ、②交換条件は、ルールを追加するものの、実際にはそのルールを適用す
ることもなく結果だけが変わる。行政の支出も増えず、誰も損することなく得だけが増え
る、まさにWin Winな結果と言えよう。
一方、③インセンティブは、結末こそ他の2つと同様だが、行政が実際にインセンティ
ブを両地区に与える必要がある。行政の支出が生じ、その原資は結局のところ市民、納税
者であることから、その支出が効果に見合ったものになるかどうか検討することが必要で
ある。保育所が出来ることによって住民の所得増や転入増が実現し、結果として12以上
（52の支出から増加したWelfare40を引いたもの）の税収増が見込まれるといった保育
所の乗数効果が十分見込めるのであれば、実施する価値がある。
６ ゲームの変更のまとめ
この章では、行政がゲームに介入し、新しいルールを設定することでプレーヤーの
Welfareを増加させるモデルについて考察した。
プレーヤーが自分の利得の最大化のみを考えて行動することで社会全体の利益を損なっ
ている状況、いわゆる囚人のジレンマが発生しているとき、行政がゲームを変更すること
でWin Winな状況を作り出し、全体のWelfareを向上させることが出来ることがわかっ
た。
Ⅵ まとめ
１ 行政の価値
2つのモデルで見てきたように、市民のWelfareは行政のとる行動によって上下する。
行政の価値は、行政がない場合の市民のWelfareと、行政がある場合のWelfareの差分
に等しい。
行政がない場合の市民のWelfare＝A（式7）
行政がある場合の市民のWelfare＝B（式8）
行政の価値＝B A（式9）
この価値が大きくプラスであれば行政の存在価値は高く、ゼロあるいはマイナスである
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ならば存在価値がない。
２ 行政の経営
このように行政の価値を定義することで、行政経営という言葉の意味するところが明確
になってくる。行政の経営とは行政の価値を最大化することである。
その際、コスト削減は目的ではなく手段である。コストの減少とベネフィットの増大は
価値最大化の両輪であり、場合によってはコストを費やしてベネフィットを得ることもあ
りえる。両者を駆使してこそ行政経営であり、より大きな価値を生み出すことが可能にな
る。
３ 企業経営と行政経営
企業価値とは、株主価値、債権者価値、従業員、地域社会、その他のステークホルダー
の価値の総和であり、企業経営の目的は企業価値の最大化である。
同様に、行政の価値とは市民価値やその他のステークホルダーの価値の総和であり、行
政経営の目的は行政価値の最大化である。
このように、企業と行政は、目的が価値の最大化にあるという点で等しい。
４ おわりに ～行政の可能性～
現在、行政に対する世間の目は必ずしも好意的ではない。公務員が学生の就職人気ラ
ンキングに入っていることが人的リソースの損失であるという意見もある。しかし、行
政は企業と同様、社会に価値を生み出す存在であり、ゲームの枠外からの全体最適化は
プレーヤーである企業にはなし得ないことである。ユニークなポジションにあってイノ
ベーションの余地が大きい行政は、可能性に満ちたブルーオーシャンであると筆者は考え
ている。
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